	一般貸切旅客自動車運送業


観光シーズンで貸切バスの利用も多い４～６月期では、全体としては、運賃・料金制度の改定、燃料費の低下等により、収入は横ばいから微増、かつ、増益というところが多かった。ただし、単価上昇に伴う学校の遠足等での公共交通機関利用への変更、訪日外国人旅行者の個人旅行化の動き、貸切バスの利用につながるイベントの減少等の要因から、輸送人員減少や稼働率低下との声もあった。

業界の法的位置づけ
わが国におけるバス事業は、道路運送法の旅客自動車運送事業に位置づけられ、事業を行うには、国土交通大臣の許可を受けねばならない。同法では、同事業を一般旅客自動車運送事業と特定旅客自動車運送事業に区分している。さらに、前者は、乗合バス、貸切バス、タクシーに区分されている。なお、定期観光バスは乗合バスに含まれ、貸切バスは乗車定員「11人以上」、タクシーは同「11人未満」と定められている。後者は、最寄り駅からの通勤・通学の手段、商業施設等の送迎等、特定バスと呼ばれるもので、路線毎に許認可を受ける必要がある。
今回取り上げる貸切バス事業（一般貸切旅客自動車運送業）は、「一個の契約により、定員11人以上の自動車を貸し切って旅客を運送する」事業で、各種旅行や移動（観光等企画型募集旅行、職場や町内会等での旅行や移動、学校の遠足や修学旅行、合宿）や冠婚葬祭での送迎等で利用されている。
また、同法では、安全性の確保・向上に必要な措置、発地及び着地のいずれもが営業区域外に存する旅客の運送の禁止、運賃・料金の届出等を定めている。
営業区域は、原則として営業所の立地する都府県である（なお、北海道は運輸支局単位、沖縄県は島しょ単位）。ただし、訪日外国人急増への対応策として、一定の条件を満たす事業者、訪日外国人旅行者の旅客を対象に、平成26年４月より営業所が所在する区域を管轄する運輸局の管轄区域を、27年４月より運輸局の管轄区域に係らず営業所が所在する県に隣接する県を、臨時営業区域として認可する特例措置が講じられている（28年７月時点では、28年９月末までの臨時的措置）。

運賃・料金は、26年４月より、安全に係るコストを適切に反映した、時間・キロ併用制運賃、交替運転者配置料金、深夜早朝運行料金、特殊車両割増料金の各料金制度に改められた。運輸局単位で、管内のコストや実働率を加味して設定された上限額と下限額の範囲内であれば、変更命令の審査を必要としない。
業界の歴史

明治36（1903）年の京都での乗合自動車の運行が、日本でのバス事業の始まりと言われている。自動車の信頼性の高まり、大正12（1923）年の関東大震災で被害を受けた路面電車の応急措置としての800台余りのバス導入等が、バス事業の急速な発展につながった。

大阪では、大阪バス協会が大型貸切旅客自動車運送事業者を会員に加える規程を設けた昭和25（1950）年頃から貸切バス事業が本格化したと推測される。

バス事業は需給調整規制が続いてきたが、貸切バスは平成12年２月（乗合バスは14年２月）に、一定の資格要件を満たせば参入可能な許可制に、運賃も認可制から届出制に規制が緩和された。
それにより、12年以降に、車両台数10両以下の小規模事業者を中心に貸切バス事業者が急増し、競争が激化した。その結果、実働１日１車当たりの営業収入の減少、それによる車両更新時期の延長、人件費等経費抑制の動きがみられた。
さらに、インターネット普及に伴う予約等のコスト低下に伴い、２地点間の移動のみを目的とする「高速ツアーバス」が登場し、16年度の２万３千人が22年度には６百万人になるなど、急速に利用者を増やした。これは、「高速乗合バス」（利用者と乗合バス事業者の間での乗合運送契約）とは異なり、旅行業者と利用者の間で企画旅行契約を、旅行業者と貸切バス事業者の間で貸切運送契約を結ぶもので、高速乗合バスのように停留所の設置や定時発着・運行は求められなかった。
重大事故発生を契機に、25年８月に安全性が制度的に担保されている高速乗合バスと供給面や価格面で柔軟性の高い高速ツアーバスの良いところを併せ持った「新高速乗合バス」に一本化され、利用者と乗合バス事業者が乗合運送契約を結ぶことになった。
業界の概要と大阪の特徴
26年度の貸切バスの事業者数は、全国で4,477社、車両数は48,995両で（表１）、規制緩和前の11年度と比較すると各々1.9倍、1.3倍となっている。輸送人員は３億2,500万人（表２）で、11年度比1.3倍となっている。１事業者あたりの車両数は10.9両と11年度（16.1両）から大きく減少しており、小規模な事業者の増加が確認できる。規模別の事業者構成比をみると、10両までが約７割、11～30両が25％弱となっている。従業員数別では、10人以下が全体の６割弱、11～30人が約３割である（国土交通省調べ）。
大阪府の26年度における事業者数は123社、車両数は2,587両で、全国に占めるシェアは各々2.7％、5.3％である。輸送人員では全国の９％程度、輸送量（人キロ）では８％程度を占めている。なお、大阪府外に本社を有する事業者を含めた事業者数の推移から、24年度以降の大阪府内に営業所を構える府外事業者の急増がうかがえる。これは、訪日外国人旅行者の増加等、大阪府内を発着する貸切バスの利用増加を踏まえた動きとみられる。
販路及び利用者の状況
貸切バスの事業者と利用者との間では、直接取引のほか、旅行業者が仲介する場合がある。旅行業者の主催する観光等企画型募集旅行が主の事業者もあれば、学校や企業等のリピート需要が中心の事業者もあるなど、旅行業者経由の比率は、事業者により様々である。
訪日外国人旅行者に関しては、大手の旅行会社主催のツアーはバス協会加盟の事業者が、外資系旅行者主催のツアーは同非加盟の事業者が運行を受託していることが多く、後者の割合が高いとのことである。
また、貸切バスの利用は季節変動が大きく、輸送人員数でみると、春秋の行楽シーズンが多く、８、12月などは少ない。なお、利用の多い春においても、ゴールデンウィークは、マイカー等での家族旅行が多く、貸切バスの利用は少ない。なお、かつて多かった企業等の親睦旅行での利用は、経済情勢の悪化や休日の過ごし方に対する価値観の変化等から減少している。
こうしたなか、28年４～６月の状況としては、４月くらいまでは、１月に発生した事故の影響によるものか、利用が落ち込んだとの声もあったが、５、６月は、例年並みで推移したところが多い。ただし、詳細にみると、運賃・料金制度改定に伴い、価格が大幅に上昇したことにより、学校の遠足等、短距離・長時間での利用が公共交通機関での移動に切り替わる動きや価格訴求型の日帰りのバスツアーでの利用者の減少等もみられる。遠足に関連しては、子どもの数の減少により、公共交通機関の移動でも目が行き届きやすくなったことも一因ではとの声もあった。

28年度特有の事由の貸切バス利用への影響を確認したところ、４月に発生した熊本地震に関連しては、九州への移動自体は、空路か新幹線の利用が多く、旅行自粛等による貸切バス利用減少等の影響はないとの声が多い。また、関西以外発の旅行において、行き先を九州方面から大阪方面に切り替え、その結果として、貸切バス利用が増える動きもみられなかったとのことである。貸切バス利用の増加要因としては、九州へのボランティアバスの運行が一部にみられ、また、府内の学校が修学旅行の行先を九州から信州等に変更したことがあげられた。一方、復興支援で九州への旅行が増えることで、信州や四国方面への貸切バスでの旅行への参加者の減少が想定されるなど、プラスマイナスの両面がみられる。
また、サミット開催により注目を集めている伊勢志摩方面への旅行では、式年遷宮で数年前に現地を訪れた人も多いこと、電車での移動も可能なこともあってか、貸切バスの利用増加はあまりみられていない。

さらに、27年は、高野山開創1200年や出雲大社のおかげ年期間の最終年度、和歌山県で秋に開催された国体のプレイベント等、貸切バスの利用につながるようなイベントが数多くあり、いわゆる“当たり年”であったが、28年はそういったものも少なく、一昨年の同期比ではプラスであるものの、前年同期比ではマイナスになってしまうとの指摘もあった。

訪日外国人旅行者向けでは、臨時営業区域の設定により、府外に営業所を構える近隣府県の事業者も関西空港発着の貸切バスでの運送等に参入できる状況にはあるが、影響は少ないとの声が多かった。なお、日本への旅行が複数回となる人の増加や年齢層の低下（若者や小さい子を連れた家族連れの増加）により、貸切バスを利用した団体旅行ではなく、公共交通機関等を利用した個人旅行が多くなっているとの指摘が聞かれた。

収益は改善傾向
事業者の増加に伴う競争激化に加えて、団体旅行の小口化、旅行商品の低価格化等により、実働１日１車当たり営業収入は、全国では、23年度まで減少傾向であったが、その後、増加に転じ、26年度は69,725円と、25年度（63,308円）から１割程度増加している（日本バス協会調べ）。近畿でも、25年度を底に大幅な増加に転じており、運送収入も同様の状況である（表３）。これは、26年の運賃・料金制度改定が奏功したものと思われる。28年４～６月期も、上記のように利用者の変動は見られるものの、収入としては、ほぼ横ばいから増収という事業者が多い。
26年度の近畿６府県52事業者合計の収支率（収入／支出×100）は104.4である（日本バス協会調べ）。個別にみると、黒字事業者が75.0％、赤字事業者が25.0％で、規模別では、車両数の少ない方が赤字事業者の割合が高い。経費の内訳では、人件費が43.5％、燃料費が10.5％となっており、ともに全国よりも若干比率が低い。その他の経費には、車両等の減価償却費や保険料、旅行業者への手数料等がある。手数料率は、運送契約額の10～15％程度が多い（22年の総務省調査）。
数年前まで高騰していた燃料費単価の低下により、収益性はさらに改善している。こうした収益の増加を、人件費に還元、安全面に投資という事業者も多い。
運転者不足が続き、採用に工夫もみられる
貸切バスの運転者は不足しているものの、募集しても、なかなか集まらないとの声も多い。この理由としては、これまでは実働１日１車当たりの営業収入の低下を受け、人件費抑制の動きが強かったこと、若者の自動車離れに伴い、大型自動車第二種免許取得者が中高年層に偏っていることなどによる。人件費抑制策の一環として、一部で定年退職者の再雇用（嘱託社員化）もあったことから、高年齢化が進んでおり、営業用バス運転者の平均年齢は49.2歳となっている（27年賃金構造基本統計調査）。
男女別では、大型自動車免許保有者のうち、女性の構成比が低く（第一種で３％程度、第二種で１％程度）、女性運転者の確保も難しい。さらに、バス運転者として採用されている場合でも、乗合バスでの乗務が中心となっている（日本バス協会の調査では、回答企業の26年７月末時点の女性の運転者は、乗合バスが1,132人、貸切バスが158人）。これは、乗合バスの方が運行ダイヤに基づき勤務時間が事前に確定しやすいのに対して、貸切バスでは、契約ごとに運転時間等が異なる、宿泊を伴う等、勤務時間が不規則になりやすいなどのためと思われる。
採用に向けて、20歳代後半から40歳代前半の層を中心に閲覧されているバス運転者に特化した求人サイトの活用、第二種免許養成制度や社員紹介制度の導入等もみられる。
その他、従業員教育としては、救命救急講習や安全面の教育を中心に行っているほか、脳ドックや睡眠時無呼吸症候群の検査等、運転者の健康管理に注力する事業者も多い。なお、国土交通省では、バスの車両による操作性の差異も大きいことから、初任運転者等への20時間以上の実技（習熟）訓練の義務化等の検討を進めている。
安全面を中心とした設備投資が進む
近年、訪日外国旅行者の増加等を受け、メーカーの供給能力以上にバス需要が高まっている。定期的に車両更新している事業者では影響ないとの声もある一方、入手に時間を要する、中古車も入手困難との声もある。他県で積極的な導入もみられる海外メーカー製のバスに関しては、車両価格は安いがメンテナンス費用が高い、（貸切バスの場合、全国各地を移動することから）故障発生時の迅速な対応が困難等の課題を指摘する声も聞かれた。
設備面では、経済情勢悪化や競争激化に伴う価格競争で下火となっていたトイレ付き車両やサロンカー等のニーズに復活の兆しもみられる。このほか、車内への空気清浄機や各席へのパソコン、携帯電話用のコンセント等の設置といった、利用者の利便性向上を図る動きもみられる。
そうしたなか、大型バスの衝突被害軽減ブレーキの義務化（新型車は26年11月から、継続生産車は29年９月から）もあるほか、運転者の異常感知、デジタルタコグラフ・ドライブレコーダーの導入等、安全面への投資が、設備投資の中心となっている。
また、訪日外国人旅行者向けを中心としている事業者では、ナンバープレートの数字を、主要利用国で縁起の良い数に揃えるなど、様々な工夫もみられる。
業界として安全性をアピール
日本バス協会では、安全性に注力している事業者がわかりにくいこと、利用者側も安全性等の質よりも運賃の高低が優先するなどの課題を解決するため、「貸切バス事業者安全性評価認定制度」（三段階評価）を23年度から開始している。認定を受けた事業者の車両には、「ＳＡＦＥＴＹ　ＢＵＳ」のステッカーが貼られている。

大阪府内では、26事業者、1,085両が認定を受けており、全国（766事業者、19,692両）の各々3.4％、5.5％を占めている（28年６月現在）。安全性が注目を集める昨今の状況を踏まえ、28年度は、新規申請が例年よりも多い。
一方、当制度の認知度が低いという消費者庁の調査結果が発表された。一般の利用者は貸切バスの利用頻度が低く、制度を認知する機会が限られていることも一因と思われるが、同調査によると、安全に対する取組に利用者は費用を負担する意向があるとの結果も出ている。近年では、当制度の「ＳＡＦＥＴＹ　ＢＵＳ」マークが記載された旅行業者のパンフレットが作成されるようになってきており、認知度向上、安全性を基準とした事業者選択の進展が期待される。
今後の見通し
訪日外国人旅行者の団体旅行から個人旅行への動き、利用者の嗜好やニーズの変化といった経営環境の変化への対応が、今まで以上に必要となってきている。また、2020年の東京オリンピックまでは、訪日外国人旅行者の増加も見込まれるなど、貸切バス需要も盛り上がるが、その後が不透明という声も聞かれる。
一方、運賃・料金制度の改定等も踏まえ、安全面への適切な対価が得られるようになり、さらに、国土交通省では、事業許可を５年程度の更新制にすることで、安全性確保等を怠っている事業者を退出させる方針である。こうした方向性も踏まえ、安全面に配慮した上での競争を行うことによる業界全体のレベルアップ、更なる活性化を望む声が聞かれた。

　　　　　　　　（竹原　康幸）
[image: image1.emf]表１　一般貸切旅客自動車運送業者数、車両数の推移

①　事業者数 ②　車両数

単位：社、両、％

全国

大阪府

（注１）

シェア

参考値

（注２）

全国

大阪府

（注１）

シェア

平成21年度 4,392 121 2.8 154 46,676 2,471 5.3

22年度 4,492 129 2.9 154 47,452 2,608 5.5

23年度 4,533 120 2.6 149 47,693 2,619 5.5

24年度 4,536 120 2.6 162 48,135 2,629 5.5

25年度 4,512 123 2.7 172 48,808 2,704 5.5

26年度 4,477 123 2.7 179 48,995 2,587 5.3

資料：国土交通省ホームページ　統計情報　自動車関連情報・データ  http://www.mlit.go.jp/statistics/details/jidosha_list.html

　　　近畿運輸局業務要覧　　http://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/kansai/kinki/mokuji1.htm

（注２）大阪府外に本社を有する事業者を含めた値。

（注３）事業者数に休止中事業者、０両事業者は含まない。

（注１）大阪府の事業者数のデータは、府内の事業者数のうち、府内に本社を有するもの。車両数は、本社所在地を問わず。
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①　輸送人員

単位：千人、％

前年度比

（前年同期

（月）比）

前年度比

（前年同期

（月）比）

輸送人員

シェア

平成22年度 300,049 0.5 25,977 -7.5 8.7

23年度 296,053 -1.3 27,057 4.2 9.1

24年度 312,256 5.5 29,312 8.3 9.4

25年度 329,359 5.5 29,764 1.5 9.0

26年度 325,342 -1.2 28,814 -3.2 8.9

27年４～９月 153,700 -9.3 12,160 -18.6 7.9

27年10月 29,980 -8.3 2,092 -21.9 7.0

27年11月 26,853 -11.6 2,035 -22.7 7.6

27年12月 20,673 -11.9 1,750 -22.5 8.5

28年１月 20,885 -7.2 1,878 -7.0 9.0

28年２月 21,401 -6.4 1,909 -10.2 8.9

②　輸送量（人キロ）

単位：千人キロ、％

前年度比

（前年同期

（月）比）

前年度比

（前年同期

（月）比）

人キロ

シェア

平成22年度 41,338,862 -2.7 3,566,476 0.0 8.6

23年度 37,401,090 -9.5 3,252,200 -8.8 8.7

24年度 38,670,825 3.4 3,204,595 -1.5 8.3

25年度 36,790,402 -4.9 2,937,671 -8.3 8.0

26年度 34,265,079 -6.9 2,674,687 -9.0 7.8

27年４～９月 16,697,059 -7.7 1,286,497 -5.8 7.7

27年10月 3,384,219 -3.2 232,056 -0.3 6.9

27年11月 3,288,034 -7.4 249,656 -0.4 7.6

27年12月 2,010,120 -7.0 189,996 -5.5 9.5

28年１月 1,993,604 -1.9 169,714 -2.1 8.5

28年２月 2,152,581 -7.1 177,803 -18.7 8.3

資料：国土交通省　自動車輸送統計調査　　http://www.mlit.go.jp/k-toukei/saisintoukei.html
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[image: image3.emf]表３　近畿のバスの輸送状況（貸切バス）

前年度比

（前年同期

（月）比）

前年度比

（前年同期

（月）比）

前年度比

（前年同期

（月）比）

平成22年度 75,651 0.2 63.4 -1.7 6,475,449 -2.3

23年度 74,762 -1.2 65.5 3.2 6,358,259 -1.8

24年度 72,762 -2.7 64.3 -1.8 6,305,791 -0.8

25年度 71,740 -1.4 65.4 1.8 6,248,685 -0.9

26年度 84,010 17.1 61.6 -5.9 7,113,542 13.8

27年４～９月 97,171 18.0 69.2 5.8 4,094,615 10.1

27年10月 105,049 13.8 76.8 9.7 827,999 18.0

27年11月 112,399 11.9 85.0 8.6 962,694 10.7

27年12月 99,828 17.4 51.0 1.2 529,886 10.7

28年１月 88,625 18.0 44.1 2.3 407,142 12.7

28年２月 88,682 13.7 60.6 5.1 516,038 10.1

資料：国土交通省近畿運輸局ＨＰ　近畿のちから　　http://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/chousa/chikara_index.html

（注）①、②の年度、27年４～９月は月別の値の単純平均値、③は合計値。

①　実働１日１車当たり

の運送収入（円）

②　実働率（％） ③　運送収入（千円）
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